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宮城県における脱炭素燃料利活用
～仙台塩釜港ＣＮＰ形成との連携～

宮城県



宮城県の脱炭素燃料利活用に向けた取組

運輸部門運輸部門 産業部門産業部門

仙台塩釜港CNP形成に向けた取組

連携
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県内FCV普及状況
県内FCV登録台数は約130台
うち FCバス1台、タクシー6台

公用車８台（県５、名取市1、岩沼市1、利府町1）

イワタニ水素ステーション
宮城仙台（宮城野区）
2017年３月～

イワタニ水素ステーション
仙台空港（岩沼市）
2021年８月～

ＦＣバス（１台路線運行中） ＦＣＶタクシー（６台運行中）
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運輸部門における水素利活用状況

県内水素ステーション稼働状況
2基稼働中（仙台市宮城野区、岩沼市）

ＦＣV公用車

3 11
27 36

47
62

112 121
131 135 138

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

5月時点

県内のFCV台数の推移

＜出典:東北運輸局資料＞

運輸部門運輸部門



県内配送業者（主に食品関係）２３社３７名が参加
CJPTの取組、国の実証事業・車両の開発状況について説明
FCトラック導入に関心がある事業者に対して個別ヒアリングを実施

場所:仙台中央卸売市場会議室

今年度、5台の導入につながる
今後も同様の手法により、需要を取りまとめ、FC商用車普及拡大、

3基目の水素ステーション整備を目指す

 FCトラックの普及に向けた説明会（R6.6.10）

仙台塩釜港
 東北エリア全体の物流中心地
 物流・運送事業者が多く立地

FCトラックの導入が進めば
水素ステーションの整備の候補地に
なり得る

FC商用車の普及拡大及び水素ステーションの整備促進 運輸部門運輸部門
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 R7年度、FCトラックの導入及び運行補助事業を実施

FC小型トラック（イメージ）＜出典:環境省＞

FCトラック導入に向けた支援メニュー 運輸部門運輸部門



・東北経済産業局
・東北地方環境事務所

みやぎ脱炭素燃料研究会
金融機関

宮城県

電力会社

立地市町村

脱炭素燃料の需要家等

脱炭素燃料供給事業者等

産総研
（東北センター）

東北大学

脱炭素燃料研究会先進地視察
東京ガス横浜テクノステーション（メタネーション施設）

【令和６年度の実績】
 先進的取組等の情報提供、意見交換、先進地視察

県内の大規模二酸化炭素排出事業のエネルギー転換を加速させるため、水素やアンモニア、合成メタン等今後期待さ

れる次世代燃料を県内で利活用すること等を目的とし、産学官の連携による研究会を設置。

国の動向や全国各地の先進事例の情報共有、意見交換会、先進地視察を行い、県内における脱炭素燃料の最適

な利活用促進を図る。

 東京大学河野先生の取組の紹介

脱炭素燃料研究会先進地視察
岩谷コスモ水素ステーション平和島

連携

仙台塩釜港港湾

脱炭素化推進協議会

産業部門産業部門みやぎ脱炭素燃料研究会

「グリーン水素発電システム:G-HES（Green Hydrogen Energy 
System）」をBLUE FRONT SHIBAURAに導入

https://www.rcast.u-
tokyo.ac.jp/ja/news/report/page_00362.html
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連携を図っていきたい取組（運輸部門・産業部門）

6

【今後の支援イメージ】
R7～

事業者掘り起こし
 企業訪問
 ヒアリング

R8～

計画策定支援
 導入可能性調査

R9～

設備導入支援

 水素、アンモニア及び合成メタン等の今後期待される次世代燃料の導入は技術、コスト、インフラなどの
課題あり

 課題はあるものの有用な技術であり今後導入に向けた支援を検討していきたい
 将来的にこれら課題を克服したときを見据え、既存インフラの活用など、やれるところから取り組んでいく
 まずは関心の高い事業者の掘り起こし等行いながら社会実装に向けた支援を検討していく

 事業者単位での脱炭素化の取組

産業活動（工場等）や港湾物流（荷役・輸送）における設備・機械等の電化や水素等次世代エネルギー転換

 港湾エリア全体に貢献する取組

製油・発電等のエネルギー製造過程における低・脱炭素化や次世代エネルギー供給拠点の検討、施設整備等の取組

→需要調査（取り組みたいことの把握）、技術マッチング支援（産学官連携）

先進事例の情報交換、視察等

まとめ




